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高知県における MR 装置に関する防災対策の実情調査

―南海トラフの災害に備えて，私達ができることは―
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は じ め に

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震

災による医療機関の被災において，医療従事と

して最後まで患者の救出にあたった職員の尊い

大きな犠牲があったことは周知の事実であ

る1)．また，医療施設が津波にのみ込まれ廃院

となった施設もあり，阪神淡路大震災と比較す

ると津波による被害が顕著であった点が特徴と

言える2)．

高知県においては，南海トラフを震源とする

南海大地震の発生が想定されており，医療機関

の被災による医療機器の破損や長期の使用停止

は，災害医療のみならず避難中に起こり得る救

急医療の治療開始を滞らせる原因となり得る．

特に MR 装置については，地震の衝撃による

機械的な破損だけでなく，クエンチング発生に

よる影響も考慮すべきで3)，建物の変形のため

に撮影室に閉じ込められた状態でクエンチング

が発生すると窒息や凍傷など危険な事態が発生

し得る4)．また，超伝導磁石や永久磁石は停電

下でも磁場を発生しつづけるため磁性体吸着事

故等の危険性があり，県外からの災害時救援・

救護活動の際にリスク（救助者の二次災害）要

因となる．震災が発生した時に医療施設におい

て最優先の事項は患者や家族，職員の安全確保

であるが，MR 装置を保有する施設ではそのよ

うな安全確保の処置を取った上で，MR 装置の

安全管理や被害の最小化にも配慮が必要であ

る5)．

高知県は東西に海岸線が長く太平洋に注ぐ河

川も多くあり（図 1），東日本大震災の際と同

様に，津波の遡上現象が発生することが危惧さ

れている．高知県の沿岸部一帯の津波被害もあ

るが，MR 装置を設置している医療施設のほぼ

45にあたる 29 施設（65 施設中）が集中する

高知市内においては，地盤沈下量が 1.5 m 以上

発生すると予測されており，浸水は長期間に渡

ると言われている6),7)．高知県を襲った前回の

昭和南海地震（1946 年）はマグニチュード

8.0 で高知県では 679 人が死亡・行方不明，

1836 人が負傷，4846 戸の家屋が全壊・流出す

る被害が出ているが，それ以前も大地震は周期

的に発生しており記録に残るだけで 9 回の大

きな地震が起きている8),9)．次に高知県を襲う

地震は南海地震の他に東海，東南海，日向灘

沖，さらに海溝部付近を合わせて 5 つの震源

域が連動する巨大地震となり得る可能性がある

とのことである8),9)．そこで我々は高知県全体

においての MR 装置設置施設の地震時の対
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図 1. 高知県における MR 装置の分布図（平成

25 年）

平成 25 年の高知県における MR 装置の分布を

示す．本調査の対象となった施設の所在地を●

で示す．高知県は高知市とその周辺の沿岸部に

MR 装置を保有する施設が集中していることが

分かる．境界線は市町村区画．→は津波の襲来

予想方向であり，複雑であるが，主だった方向

を表したもの（出典資料高知県ホームページ

南海トラフの巨大地震による津波のアニメー

ション）．
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応・対策をすすめるため，MR 装置の現状把握

を行うアンケート調査を行った．

方 法

1. 調査対象施設

2013 年に商業誌10)に公表されている高知県

内の MR 設置施設（64 施設），公益社団法人

高知県診療放射線技師会にて商業誌以外に把握

している施設（1 施設）を追加した合計 65 施

設を対象として調査票を発送した．本研究は個

人情報や人・動物を調査対象とする研究ではな

く，また，何等かの介入を行うこともない匿名

調査である．また，人の疾病の成因および病態

の解明並びに予防および治療の方法の確率を目

的とする研究にも相当しない．しかし，調査票

に調査の趣旨説明と同意確認を行うための文章

を添付し，回答票の返信をもって同意を確認し

た．

2. 調査票

使用した調査票は付録として添付した．質問

は以下に示す 6 項目から構成された．1. 施設

規模・海岸線などからの距離，2. 建物の建築

年月・建物の構造，3. MR 装置の設置台数・

静磁場強度，4. MR 装置の固定方法，5. 非常

電源からの電源供給，6. 防災訓練・災害マ

ニュアルの有無，7. 緊急地震速報器などの設

置についてチェック方式にてアンケートを行っ

た．施設の海岸・河口からの距離や海抜につい

ては数字の記入方式とした．

3. 調査票の回収方法と集計

調査票の送付と回収はもみのき病院を最終的

な発着点とした郵送調査により行い，対象者が

調査票を受け取ってから約 1 か月後となる

2013 年 12 月 15 日（日）を締切りとし返送す

るよう調査票用紙に添付した説明文に記載し

た．回答票には聞き取り調査を受託する場合以

外は回答者個人や施設を特定できる情報は含ま

れない．調査票の記入内容はエクセルを用いた

集計表に入力作業を行い，2 名で読み込みエ

ラーの確認を行いながら修正し，最終データと

した．集計票には調査票が回収された順に割り

振った ID 番号を付け，施設名や回答者名が判

明している場合においても集計においてはそれ

らの情報を付加しなかった．集計表から演算さ

れた合計などのデータは，2 名で確認を行っ

た．

結 果

調査票を送付した 65 施設中 31 施設から回

答があり，回収率は 47.7であった．MR 装

置の保有台数は 31 施設で総計 40 台であっ

た．
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表 1. 施設規模

病床数 施設数（割合)

入院設備なし 7( 23)
100 床以下 10( 32)
101～300 床 10( 32)
301～500 床 1( 3)
501 床以上 3( 10)
合 計 31(100)

表 2. 建物の構造

建物構造 施設数（割合)

耐震構造 22( 71)
免震構造 2( 6)
制震構造 0( 0)
その他 7( 23)
合 計 31(100)

表 31. MR 装置の保有台数

保有台数 施設数（割合)

1 台 23( 74)
2 台 7( 23)
3 台 1( 3)
合 計 31(100)

表 32. 静磁場強度・静磁場システム

磁場方式 静磁場強度（T) 台数（割合)

永久磁石 ＜0.5 14( 34)
超伝導磁石 0.5 1( 3)

1.0 1( 3)
1.5 20( 50)
3.0 4( 10)

合 計 40(100)
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1. 施設規模・地理的要因

施設規模は，入院設備無し 7 施設，100 床以

下 10 施設，101～300 床 10 施設，301～500

床 1 施設，501 床以上 3 施設であった（表 1）．

100 床以下が 55であり小規模病院に導入さ

れている MR 装置が多いことがわかった．施

設建物の海抜は，最低値－1.7 m，最高値 252

m，平均値は 21.6 m，中央値は 6.2 m であっ

た．3 階建程度の建物が完全に水没するとされ

ている 10 m よりも小さい値である．MR 装置

の設置階は，地下若しくは 1 階との回答が 90

をしめた．海岸線等の距離については最小値

0.3 km，最大値 100 km，平均値 12.22 km，中

央値 7.0 km であった．これらの結果より浸水

の可能性が高いところに MR 装置が設置され

ている事例が少なくない実情が把握できた．

2. 建物の建築年月・建物の構造

耐震構造が 22 施設（71）・免震構造が 2

施設（6）・その他（不明含む）が 7 施設

（23）であった（表 2）．その他の中には昭和

56 年以前の建築物が 5 施設，建築年が不明な

2 施設が含まれている．昭和 56 年 6 月以降の

新耐震基準による建物は，阪神・淡路大震災に

おいても被害は少なかったとされている11)．

昭和 56 年以前の建物であると答えた施設で

は，超伝導 MR 装置 2 施設，永久磁石型 MR

装置 3 施設であった．免震構造であると返答

している施設は 2 施設のみであり，平成 16

年・平成 20 年に建築されたものであった．東

日本大震災以降に建築された医療機関も他に 6

施設あったが，免震構造ではなかった．

3. MR 装置の設置台数・静磁場強度

MR 装置の保有台数は 1 台のみが 23 施設

（74）と大半を占め，2 台保有 7 施設（23），

3 台保有は 1 施設（3）のみであった（表 3

1）．静磁場強度は 1.5T が半数を占める 20 台

（50）と一番多く，次いで 0.5T 以下が 15 台

（37），3.0T が 4 台（10），1.0T が 1 台

（3）の順であった．永久磁石の静磁場シス

テムは 14 台あり，超伝導磁石は 26 台であっ

た（表 32）．

4. MR 装置の固定方法

MR 装置の固定法については，◯アンカーボ

ルト固定方式・◯エポキシ樹脂固定方式・◯鋼

板上非固定設置方式・◯鋼板上非固定制震設置
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表 41. 静磁場強度別 MR 装置の固定方法

（装置単位台)

設置方式
永久磁石

（＜0.5T)

超伝導磁石（T)

0.5 1.0 1.5 3.0

固定

◯アンカーボ
ルト固定 4 1 1 16 3

◯エポキシ樹
脂固定 1 0 0 0 0

非固定

◯鋼板上非固
定制振設置 0 0 0 2 0

◯非固定 5 0 0 2 1

◯無回答 4 0 0 0 0
合 計 14 1 1 20 4

表 42. メーカー別 MR 装置の固定方法

（装置単位台)

設置方式 A B C D E

固定

◯アンカーボ
ルト固定 16(2) 2 5 1 1

◯エポキシ樹
脂固定 0 1 0 0 0

非固定

◯鋼板上非固
定制振設置 0 2 0 0 0

◯非固定 0 6 1 1 0

◯無回答 1 3 0 0 0
合 計 17 14 6 2 1

（ )は永久磁石の台数

1.0T1 台，1.5T11 台，3.0T2 台

1.5T2 台
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方式・◯台座配置方式・◯改良台座配置方式・

◯非固定の 7 つの項目2)から選択を行った．◯

のアンカーボルト固定方式は 25 台（62.5）

と一番多かった．◯のエポキシ樹脂固定方式は

1 台（2.5），◯の鋼板上非固定設置方式はな

し，◯の鋼板上非固定制振設置方式が 2 台（5

），◯台座配置方式と◯改良台座配置方式は

なし，◯の非固定が 8 台（20），無回答が 4

台（10）であった（表 41）．東日本大震災

の調査結果によると，アンカー固定しない 3

方式（◯◯◯◯）はアンカー固定方式よりも装

置本体への被害傾向が見られることが報告され

ている12),13)．今回，回答のあった施設のうち

非固定 MR 装置は 8 台であったが，そのうち

4 台がマグネット本体の移動によりクエンチダ

クトが変形・破損する 2 次損傷を生じる可能

性をもつ超伝導 MR 装置であった．

メーカー別のアンカーボルト固定方式を見て

みると，メーカーによって特徴があり A 社・C

社においては 80を超える施設で施行されて

いた（表 42）．静磁場システム別においては，

永久磁石を用いている MR 装置ではアンカー

ボルト固定方式と非固定が同数であった．超伝

導磁石のシステムにおいては 8 割の装置でア

ンカーボルト固定方式を採用していることがわ

かった（表 41）．静磁場強度との関連では，

1.0T 以下の MR 装置ではアンカーボルト固定

方式を用いているものが約半数と低く，1.0T

より大きい静磁場を持つ MR 装置では 8 割が

アンカーボルト固定方式をとっており，静磁場

強度が高い方がアンカーボルト固定方式を採用

している頻度が高いことが分かった（表 41）．

このように，MR 装置の固定法に関してはメー

カーによる特色が見られることが判明した．

5. 非常電源からの電源供給

非常電源から MR 装置への電源供給につい

ては，◯システム全体に供給可能，◯冷却シス

テムのみ可能，◯強制排気システムのみ可能，

◯ ◯と◯の双方が可能，◯供給できない，◯

その他，を選ぶように回答してもらった．◯の

システム全体に供給可能と答えた装置は 7 台

（17）と低かった．◯の冷却システムのみ可

能あるいは◯の強制排気システムのみ可能施設

は全く存在しなかった．ほとんどの施設が MR

装置に◯供給できない 31 台（78）と返答し

ており，無回答の 2 台（5）を除いて二つに

答えが割れた（表 5）．システム全体に供給で

きると答えた装置のうち 5 台が超伝導磁石の

装置であった．システム全体に供給できないと

答えた装置のうち超伝導磁石の装置が 20 台で

あり，長期の停電が発生した場合，それまでに

クエンチングが起こる可能性も捨てきれない状
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表 5. 非常電源から MR 装置への電源供給について

非常電源から MR 装置への電源供給 MR 装置数
（割合)

◯ システム全体に供給可能 7( 17)
◯ 冷却システムのみ可能 0( 0)
◯ 強制排気システムのみ可能 0( 0)
◯ ◯と◯の双方が可能 0( 0)
◯ MR 装置システムに供給できない 31( 78)
◯ その他 0( 0)
◯ 無回答 2( 5)

合 計 40(100)
図 2. 防災訓練における MR 検査担当者の役割

分担

図 3. 災害対策マニュアルの整備状況

表 6. 緊急地震速報などの設置状況

設置状況 施設数（割合)

◯ 地震警報器・FM 放送連動型 2( 7)
◯ なし 27( 87)
◯ 院内自動放送 1( 3)
◯ 無回答 1( 3)

合 計 31(100)
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況であった．停電状態における液体ヘリウムの

モニタリングが可能な装置は，超伝導磁石のシ

ステム 27 台のうち可能 2 台（7.4）のみであっ

た．

6. 防災訓練・災害マニュアルの有無

防災訓練の役割分担については，◯一般職員

と同じ役割で参加，◯放射線科として参加の 2

項目を提示して回答を得た．◯の一般職員と同

じ役割と答えた施設は 26 件（84），◯の放

射線科としてと答えた施設は 5 件（16）で

あった．◯と答えた施設においては，◯MR 検

査担当者として防災訓練を行う，◯放射線科業

務全体として防災訓練を行うという選択肢をも

たせたが，◯と返答した施設はなかった（図

2）．

災害マニュアルの有無については，◯マニュ

アルがある，◯マニュアルはない，の 2 項目

から選択してもらった結果，◯は 28 件（90

），◯は 3 件（10）であった．しかし，マ

ニュアルがあると答えた施設でも特に MR 装

置を対象とした対策をしているとの回答は 11

件（39）であり，対策がないとの回答は 16

件（57）で，半数がまだ MR 装置に対する

災害対策に着手できていないことが分かった

（図 3）．

7. 緊急地震速報器などの設置

緊急地震速報の機器設置状況は，◯地震警報

器・FM 放送連動型，◯なし，◯院内自動放

送，◯無回答，の 4 項目に分類した．◯と返

答があったのは 2 施設のみであり，院内自動

放送が 1 施設であった（表 6）．高知県の施設

では緊急地震速報を知る手立てがまだ不足して

おり，現時点では個人の携帯電話に頼らなけれ

ばならないという現状が実情である．

考 察

高知県の MR 装置は 49が永久磁石，残り

が超伝導装置となっている10)．東日本大震災
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では，海岸から至近距離にあるクリニック等に

設置されている永久磁石型の静磁場システム

が，津波による建物流出のためにマグネットの

みが取り残されたり，マグネットが露出する状

況が発生している．災害時救援やボランティア

活動時に危険性を知らす行動がとられていない

場合には，マグネットに金属が吸着されるなど

の 2 次災害の危険性を考慮しなければならな

い．高知県下においても来たるべき南海トラフ

地震にむけて，一般県民から教育現場，医療施

設，などに対して災害時マニュアルの作成が行

われ順次内容が更新されてきている6)．また県

内の企業に対しては震災発生後も早期事業再開

にむけて事業継続計画（BCP）の策定が進め

られているが14)，まだまだ対策の余地が残さ

れている．例えば今回の調査により 78の

MR 装置が非常電源から電源供給ができないこ

とが判明した．また医療現場での防災マニュア

ルは 90の施設で作成されているが，そのう

ち MR 装置を対象とした対策が取られている

のは 11に過ぎない．さらに医療施設での緊

急地震速報器の設置は 2 施設という状況であ

る．70 年前の昭和南海地震時になかった MR

その他様々な医療機器の登場はさらに被害を複

雑かつ大きくさせることになる．予想される地

震の建物への被害が著しい場合には病院機能を

維持できない場合も考えられ，被害を受けた後

の立入禁止措置や対策もなされないままという

状況も起きてくるのではなかろうか．現在，災

害時の拠点となる保健所や役所には，MR 装置

の設置届けは，リアルタイムで行われていな

い．MR 装置の届け出は総合通信局となってお

り地域の保健所には，情報が後回しとなる現状

があるためである．災害派遣を受け入れる時に

は，被災地側も MR 装置の所在や被災により

生じた危険性を把握しておくこと・情報を提供

し，安全な状態で救援活動をしてもらうことが

求められているのではなかろうか．超伝導シス

テムの MR 装置は，頻度は高くはないものの

地震直後にクエンチングを起こす可能性があ

る．震災後の非常電源による MR 撮像の必要

性については病院の規模や特性も絡み論議が分

かれるところかもしれないが，クエンチ防止の

観点においては少なくとも冷却系だけでも非常

電源による電源確保がすべての MR 装置に実

現することが強く望まれる．現況では長期停電

に陥った際には，液体ヘリウムの減少によるク

エンチングの危険性を感じながらの活動となる

だろう．緊急地震速報が鳴ったときの行動とし

て，患者や自身の命を守るための行動をどのよ

うにするのか等，日頃からの訓練が大事である

と考えられる．そのためにも日頃の日常点検を

行い，液体ヘリウムの残量を適確にわかってい

ること，地震が沈静化したときにシステムの不

具合を直ぐに見つけられるようなマニュアルや

マネジメントノートを作成しておくことも必要

であろう．

なお，今回の調査対象は高知県で MR 装置

を保有する医療施設であり，母集団のサンプル

数は 65，回答数 31 と社会調査としては回収率

が良好であるにもかかわらず，サンプル数が比

較的少数であった．したがって，傾向の把握に

留まるという限界はあるが，しかし実情の把握

と問題点の抽出という目的はほぼ達せられたと

考えられる．

結 語

今回の調査の結果，高知県における MR 装

置の設置状況や防災対策の状況が明らかになっ

た．非常電源からの MR 装置の冷却系への電

源供給システムの不整備や，多くの施設の防災

マニュアルの中に MR についての具体的記述

がないなどの点で，MR 装置に対する防災対応

が十分でないと指摘せざるをえない．高知県で

は南海地震が発生した場合には震度 6～7 に達

すると想定されているので，アンカーボルト固

定方式を用いていたとしても装置の破損防止に

は十分ではない事例も予想される．MR 装置に

携わる者としては，調査結果を要約した本資料
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を高知 MR 研究会や高知県診療放射線技師会

を通じて MR 設置者に配布し，定期的勉強会

を開催することで災害時における MR 装置の

安全管理の啓蒙を行い，少しでも被害を最小限

にする活動をしなくてはならないとの認識を新

たにした．
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for a Possible Great Earthquake in the Nankai Trough in the Near Future
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The Kochi area faces the Nankai Trough, a subduction zone of the Philippine Sea Plate beneath

Japan that is certain to be hit by a great earthquake in the near future. We surveyed the current status

of emergency action plans against damages by an earthquake and its secondary disasters in medical

facilities equipped with magnetic resonance (MR) scanners in Kochi. The investigation was

designed by referencing the reports of the damages to MR scanners observed in the Great East Japan

Earthquake on March 11, 2011. We sent questionnaires to 65 facilities installed with MR scanners

and collected 31 responses. The altitudes of the facilities ranged from 1.7 meters below to 252.0

meters above sea level (median, 6.2 m), and their distances from the shoreline ranged from 0.3 to

100.0 kilometers (median, 7.0 km). MR scanners were equipped with emergency power supply sys-

tems in 7 facilities (17), including 3 (10) facilities with earthquake early warning (EEW) sys-

tems. The methods for MR scanner ˆxation depended primarily on the speciˆcations of the MR

manufacturers. Twenty-eight facilities (90) had their original emergency manuals for disaster

prevention, and all 31 (100) facilities performed annual disaster training. We concluded that fur-

ther promotion to install emergency power supplies and EEW systems for MR scanners that takes

into consideration the conditions in each facility will be important for safety management.


